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(57)【要約】
【課題】集合基板を用いて製造される回路基板を高精度
に、かつ効率良く製造できるようにする
【解決手段】集合基板１は、複数の回路基板２を分割部
３によって切り離し可能に連結させた構成を有する。分
割部３は、分割線Ｌｄに沿って分離溝１０が形成される
と共に、その一部の領域に貫通孔１１が形成されている
。連結部３において貫通孔１１が形成されていない第１
の分割部３１は、回路基板２上で歪の影響を受け難い第
１の領域２１に対応して設けられている。貫通孔１１が
形成されている第２の分割部３２は、回路基板２上で歪
に影響を受けやすい電子部品を実装する領域２２に対応
して形成されている。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子部品を実装可能な回路基板を複数有し、前記回路基板が個々に分割可能に連結され
た集合基板であって、
　前記回路基板は前記電子部品を実装可能な領域として、第１の領域と、前記第１の領域
より歪に対する許容量が小さい第２の領域とを有し、隣り合う２つの前記回路基板の境界
に形成された分割部には、分離溝が前記回路基板を分割するときの分離線に沿って設けら
れると共に、前記分割部の前記第２の領域と略平行に延びる部分に、前記分割部を貫通す
る貫通孔を形成したことを特徴とする集合基板。
【請求項２】
　前記回路基板の反り量の許容値をγ、前記回路基板の総重量から求められる荷重をβ、
前記回路基板の反り量と、その反り量を戻すのに要する応力の関係を直線近似したときの
直線の傾きをδ、前記直線において反り量を０としたときに算出される応力の値をαとし
たとき、前記分割部において前記貫通孔が形成されていない第１の分割部の前記分離線上
の断面積と、前記貫通孔が形成された第２の分割部の前記分離線上の断面積との和である
総断面積Ｓは、
Ｓ＝β／（δ×γ＋α）
を満たすことを特徴とする請求項１に記載の集合基板。
【請求項３】
　前記分離溝は前記基板板の表面側と裏面側のそれぞれに設けられ、前記貫通孔は等間隔
に複数形成されていることを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の集合基板。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、集合基板に関する。
【背景技術】
【０００２】
　集合基板は、部品を実装する回路基板が分割可能に複数連結された構成を有する。この
ような集合基板は、小型且つ同種の回路基板を効率的に製造するために用いられ、集合基
板のままで電子部品等を組み込み、リフロー半田工程を経た後に各回路基板に切り離され
る。
【０００３】
　ここで、基板分割時に回路基板に作用する応力を減少させるためには、回路基板の切り
離しを容易にすることが好ましい。そこで、従来では、集合基板の一方の側部からスリッ
トを入れることで切り離しを容易にしていた。スリットは、例えば、回路基板の一方の側
部を完全に分離させると共に、他方の側部の基板材を残すことで隣り合う２つの回路基板
の連結を維持するように形成されており、基板材が残された部分が回路基板の連結部とな
る。スリットの長さは、連結部によって隣り合う２つの回路基板を連結させる力が維持で
きる範囲で最大限の大きさになっている。回路基板を分離させるときは、連結部のみに曲
げ応力がかかるので、回路基板に作用する応力を減少できる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】実開昭６３－５０１５８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、従来の構成では、連結部の断面積を小さくすると基板分離時に回路基板
に作用する応力を小さくできるが、集合基板全体としての強度が小さくなってしまう。こ
のため、半田付け工程などで集合基板に熱を加えると連結部の近傍などに反りが生じ易か
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った。回路基板に反りが生じると、後の検査工程で検査ポイントの位置ずれが生じてしま
うので、検査を効率良く実施することができなくなることがある。これに対して、回路基
板の反りを抑えるためにスリットを短くすると、連結部の断面積が大きくなって基板分割
時の応力が大きくなってしまう。
　本発明は、このような事情を鑑みてなされたものであり、集合基板を用いて製造される
回路基板を高精度に、かつ効率良く製造できるようにすることを主な目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本願の一観点によれば、電子部品を実装可能な回路基板を複数有し、前記回路基板が個
々に分割可能に連結された集合基板であって、前記回路基板は前記電子部品を実装可能な
領域として、第１の領域と、前記第１の領域より歪に対する許容量が小さい第２の領域と
を有し、隣り合う２つの前記回路基板の境界に形成された分割部には、分離溝が前記回路
基板を分割するときの分離線に沿って設けられると共に、前記分割部の前記第２の領域と
略平行に延びる部分に、前記分割部を貫通する貫通孔を形成したことを特徴とする集合基
板が提供される。
【０００７】
　また、本発明の別の観点によれば、請求項１に記載の集合基板において、前記回路基板
の反り量の許容値をγ、前記回路基板の総重量から求められる荷重をβ、前記回路基板の
反り量と、その反り量を戻すのに要する応力の関係を直線近似したときの直線の傾きをδ
、前記直線において反り量を０としたときに算出される応力の値をαとしたとき、前記分
割部において前記貫通孔が形成されていない第１の分割部の前記分離線上の断面積と、前
記貫通孔が形成された第２の分割部の前記分離線上の断面積との和である総断面積Ｓは、
Ｓ＝β／（δ×γ＋α）を満たすことを特徴とする集合基板が提供される。
【０００８】
　また、本発明の別の観点によれば、請求項１又は請求項２に記載の集合基板において、
前記分離溝は前記基板板の表面側と裏面側のそれぞれに設けられ、前記貫通孔は等間隔に
複数形成されていることを特徴とする集合基板が提供される。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、分割部の第２の領域に対応する部分に貫通孔を設けることで、回路基
板同士の連結を維持しながら断面積を減少させたので、基板分割時の応力を抑えられ、歪
に対して弱い部品への影響を抑えることができる。さらに、熱処理時の回路基板の反りを
低減できる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】図１は、本発明の実施の形態に係る集合基板の平面図である。
【図２】図２は、図１の一部を拡大した図であって、分割部の構成を示す平面図である。
【図３】図３は、図２のＩ－Ｉ線に沿った断面図である。
【図４】図４は、図２のＩＩ－ＩＩ線に沿った断面図である。
【図５】図５は、反り量と応力の関係を調べたグラフである。
【図６】図６は、電子部品を実装した後に回路基板を切り離した図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　本発明の実施の形態について図面を参照して詳細に説明する。
　図１に、この実施の形態における集合基板の一例の平面図を示す。
　集合基板１は、複数の回路基板２が分割部３を介して個々に切り離し可能に連結され、
その両端部に捨て基板４が設けられている。
【００１２】
　図１の例で、回路基板２は横長の矩形になっており、横方向（第１の方向）に３つの回
路基板２が２つの分割部３を介して連結され、これら連結された３つの回路基板２が横方



(4) JP 2010-258251 A 2010.11.11

10

20

30

40

50

向に直行する縦方向（第２の方向）に３列配置されており、合計で９個の回路基板２がマ
トリクス状に配置されている。縦方向に隣り合う回路基板２の間には、回路基板２の長辺
に平行なスリット５によって分離させられており、直接には連結されていない。捨て基板
４は、分割部３を介して回路基板２に連結されている。このような捨て基板４は、集合基
板１のハンドリングを良好にするために設けられている。
【００１３】
　回路基板２は、エポキシ基板などの絶縁性を有する基板本体上に図示を省略する導電性
パターンを形成すると共に、電子部品のリードなどを挿入可能な孔が少なくとも１つ形成
されている。導電性パターンは、２つ以上の回路基板２が同一のパターンになるように形
成されている。しかしながら、導電性パターンが異なる回路基板２を含んでも良い。
【００１４】
　ここで、図１及び図２に示すように、この回路基板２は、第１の領域２１と第２の領域
２２を含んで構成されている。
　第１の領域２１とは、回路基板２の歪みに対する許容値が大きい領域であり、主に回路
基板２の歪みに対して強い電子部品、例えばＩＣやトランジスタ、抵抗などが実装される
。なお、歪に対して強い電子部品とは、電子部品の特性が歪に影響を受け難い部品や、回
路基板２との接触面積が多いことで歪の影響を受け難くなる部品があげられる。
　第２の領域２２は、回路基板２の歪みに対する許容値が第１の領域２１より小さい領域
、言い換えれば歪みを第１の領域２１より小さく抑える必要がある領域である。この第２
の領域２２には、主に回路基板２の歪みの影響を受け易い電子部品、例えばセラミックコ
ンデンサなどが実装される。なお、歪の影響を受け易い電子部品とは、電子部品の特性が
歪に影響を受け易い部品や、回路基板２との接触面積が小さいことにより歪の影響を受け
易くなる部品があげられる。
【００１５】
　分割部３は、隣り合う２つの回路基板２の境界に位置し、回路基板２を切り離すときに
分割の基点となる領域である。なお、分割部３は、回路基板２の分割後には各回路基板２
の側部に残されるが、分割後に機械処理を行って回路基板２から取り除いても良い。
【００１６】
　この実施の形態で分割部３は、分割溝１０が形成された第１の分割部３１と、分割溝１
０に重なるように貫通孔１１を複数設けた第２の分割部３２とを有する。第１の分割部３
１は、回路基板２の第１の領域２１に対応する位置に形成されている。具体的には、第１
の領域２１の長さ、この場合は第１の領域２１の回路基板２の辺（図１及び図２の例では
短辺）に平行な長さに、第１の分割部３１の長さが略一致している。
【００１７】
　第１の分割部３１が有する分割溝１０は、回路基板２の辺（図１及び図２の例では短辺
）に平行に延びており、その断面が集合基板１の基板本体の板材の板厚を減少させるＶ字
形になっている。分割溝１０は、集合基板１の表面側と裏面側のそれぞれに１本ずつ形成
されており、その形成位置は表面側と裏面側で略一致させてある。したがって、分割溝１
０の底部が最も板厚が小さい部分であり、ここが回路基板２が切り離されるライン、即ち
分割ラインＬｄになる。なお、分割溝１０の断面形状は、その断面が矩形やＵ字形など、
外力で回路基板２を容易に切り離せる形状であれば良い。また、分割溝１０は、表面又は
裏面のいずれか一方のみに形成しても良い。
【００１８】
　図２及び図３に示すように、第１の分割部３１の断面積ＳＶは、分割線Ｌｄを通り、回
路基板２の表面に垂直な平面において、分割溝１０により減少させられた基板本体の板厚
ｔｓと、第１の分割部３１の長さとで定義される長方形の面積に相当する。
【００１９】
　一方、図２に示すように、第２の分割部３２は、回路基板２の第２の領域２２に対応し
て配置されている。具体的には、第２の領域２２の分割線Ｌｄに平行な長さに第２の分割
部３２の長さが略一致している。なお、第２の分割部３２の長さは、第２の領域の分割線
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Ｌｄに平行な長さ以上であることが好ましい。
　第２の分割部３２も分割溝１０が表面と裏面のそれぞれに１つずつ形成されており、分
割溝１０の形成位置で板厚が最も薄くなっている。これら分割溝１０は、第１の分割部３
１と第２の分割部３２とに共通する溝であることが好ましい。しかしながら、第１の分割
部３１と第２の分割部３２のそれぞれに独立した分割溝１０を設けても良い。
【００２０】
　さらに、図２及び図４に示すように、第２の分割部３２には、回路基板２の基板本体を
貫通する貫通孔１１が所定の間隔で複数形成されている。貫通孔１１の径ｄ１１は、分割
溝１０の平面視のおける幅より大きくなっており、この貫通孔１１によって分割線Ｌｄを
通り、回路基板２の表面に垂直な平面における第２の分割部３２の断面積Ｓｍは第１の分
割部３１の断面積ＳＶより少なくなっている。なお、貫通孔１１の径ｄ１１は、分割溝１
０の幅と同じでも良いし、分割溝１０の幅より狭くても良い。
【００２１】
　第２の分割部３２の断面積Ｓｍは、分割溝１０により減少させられた基板本体の板厚ｔ
ｓと、第２の分割部３２の長さで定義される長方形の面積に相当する断面積から、全ての
貫通孔１１の断面積を引いた値になる。このように、第２の分割部３２は、分断面の断面
積Ｓｍを第１の分割部ＳＶより小さくすることで、回路基板２を個別に切り離すときに必
要な力を減少させている。さらに、後に説明するように、集合基板１に熱を加えたときに
第２の領域２２の反りを低減させる効果も有する。
【００２２】
　ここで、断面積ＳＶと断面積Ｓｍの和が分割部３の総断面積Ｓになる。この総断面積Ｓ
は、以下の式（１）に基づいて算出できる。
【００２３】
Ｓ＝β／（δ×γ＋α）　　（１）
【００２４】
　Ｓは回路基板２の反り量が予め定められた基準値を満足するために必要な分割部３の総
断面積（ｍｍ２）である。βは、回路基板２の総重量から求められる荷重（Ｎ）である。
これは、同じ材料で製造された基板であれば、熱処理時の回路基板２の反り量が回路基板
２の重量によって変化するためである。γは回路基板２の反り量の許容値（ｍｍ）であり
、δは回路基板２の反り量に対する断面応力変化率（Ｎ／ｍｍ３）、αは回路基板２の材
料によって定まる定数である。
【００２５】
　断面応力変化率δ及び定数αは、図５に示すようなグラフを作成すると得られる。図５
の横軸はリフロー工程後に回路基板２の反り量を計測した結果を示す。縦軸は、分割部３
の断面に発生する応力値を示す。ここで、反り量は、回路基板２の端や中央で測定した結
果の最大値に相当する。また、応力値は、例えば、分割部３の単位断面積（ｍｍ２）あた
りの回路基板２の基板重量を算出することで得られる。定数αは、図５に示すような反り
量と応力値の関係を調べて直線近似し、回路基板２の反り量がゼロのときの応力値から求
められる。断面応力変化率δは、図５の直線の傾きから求められる。
【００２６】
　ここで、回路基板２の分割部３の総断面積Ｓの計算例を以下に示す。
　分割部３の断面に発生する応力値が例えば８．６５×１０－３Ｎ／ｃｍ２のときに、リ
フロー工程後の基板反り量は１．４９ｍｍであった。同様に、分割部３の断面に発生する
応力値が７．４０×１０－３Ｎ／ｃｍ２のときに、リフロー工程後の基板反り量は１．１
６ｍｍであった。さらに、分割部の断面に発生する応力値が６．４８×１０－３Ｎ／ｃｍ
２のときに、リフロー工程後の基板反り量は０．９６ｍｍであった。これらのデータに基
づいて直線近似を行うと断面応力変化率δは４．１×１０－３Ｎ／ｃｍ３となり、定数α
は、２．５×１０－３Ｎ／ｃｍ２になる。
【００２７】
　例えば、回路基板２の荷重βが１．５６Ｎで、反り許容値γが０．６ｍｍのときは、式
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（１）にこれらの値を代入し、前記した断面応力変化率δ及び定数αを用いて計算すると
、総断面積Ｓは２４０．９６ｍｍ２になる。すなわち、分割部３の総断面積Ｓを２４０．
９６ｍｍ２にすれば、回路基板２の反り量を０．６ｍｍに抑えることができる。
　なお、回路基板２の荷重βやその他条件が同じで、反り許容値γが０．６５ｍｍのとき
は、総断面積Ｓを２１０．８４ｍｍ２にすれば良い。反り許容値γが０．７ｍｍのときは
、総断面積Ｓを１８０．７２ｍｍ２にすれば良い。第１の分割部３１と第２の分割部３２
の比率が同じ場合、第１の分割部３１の断面積ＳＶは一定なので、反り許容値γが小さく
なるほど、第２の分割部３２の断面積Ｓｍが小さくなる。
【００２８】
　ここで、第２の分割部３２における貫通孔１１の数及び径ｄ１１の決定プロセスについ
て説明する。２つの分割部３１，３２で分割ラインＬｄ上の板厚ｔｓは同じであり、第１
の分割部３１の長さと第２の分割部３２の長さの和は一定である。このため、第１の分割
部３１と第２の分割部３２の比率から第１の分割部３１の長さが決まれば、Ｓ＝ＳＶ＋Ｓ
ｍから第２の分割部３２の断面積Ｓｍが求められる。さらに、
　（断面積Ｓｍ）＝（板厚ｔｓ）×（第２の分割部３２の長さ）－（貫通孔１１の断面積
の和）
であることから、総断面積Ｓから貫通孔１１によって減少させるべき断面積の値を求める
ことができる。各貫通孔１１の径ｄ１１が一定の場合、
　（貫通孔１１の断面積の和）＝（板厚ｔｓ）×（貫通孔１１の径ｄ１１）×（貫通孔１
１の数）
なので、貫通孔１１の数に応じて貫通孔１１の径ｄ１１が求まる。
【００２９】
　前記したように、第２の分割部３２の長さが同じ場合、反り許容値γが小さくなるほど
第２の分割部３２の断面積Ｓｍを小さくする必要があるので、これに応じて貫通孔１１の
数と貫通孔１１の径ｄ１１の少なくとも一方を増加させる。反り許容値γが大きい場合に
は、第２の分割部３２の断面積Ｓｍを大きくできるので、これに応じて貫通孔１１の数と
貫通孔１１の径ｄ１１の少なくとも一方を減少させる。
【００３０】
　また、同じ反り許容値γでは、第２の分割部３２が相対的に長い場合には総断面積Ｓを
満たすように貫通孔１１の断面積の和を増大させる。つまり、貫通孔１１の数と貫通孔１
１の径ｄ１１の少なくとも一方を増加させる。これに対し、反り許容値γが同じで第２の
分割部３２が相対的に短い場合は、総断面積Ｓを満たすように貫通孔１１の断面積の和を
減少させる。つまり、貫通孔１１の数と貫通孔１１の径ｄ１１の少なくとも一方を少なく
する。
【００３１】
　なお、貫通孔１１の数は、１つ以上であれば良い。貫通孔１１の数が１つの場合は、貫
通孔１１の径ｄ１１が最も大きくなり、長円形になる。また、同じ断面積Ｓｍの場合は、
貫通孔１１の数が増えるに従って、貫通孔１１の径ｄ１１が小さくなる。ここで、貫通孔
１１を複数有する場合、各貫通孔１１の径ｄ１１は同じであることが好ましく、各貫通孔
１１は略等間隔に配置されることが好ましい。このようにすると、集合基板１の製造が容
易であると共に、第２の領域２１にかかる応力を略均一にすることができる。しかしなが
ら、貫通孔１１ごとに径ｄ１１を変えたり、貫通孔１１の配置間隔を場所によって変化さ
せたりしても良い。
【００３２】
　次に、集合基板１に電子部品を実装し、各回路基板２に分割するまでの工程について説
明する。
　まず、樹脂製の基板本体の表面の所定位置に、導体を印刷又は貼り付けすることで導電
性パターンを形成する。この後、隣り合う２つの回路基板２の境界に分割溝１０又はスリ
ット５を形成する。さらに、第２の分割部３２には複数の貫通孔１１を分離溝１０に沿っ
て形成する。これにより、回路基板２が多数配列された集合基板１が形成される。
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【００３３】
　続いて、電子部品等を回路基板２の導電性パターンの所定位置にロボットなどを用いて
供給する。このとき、例えば、セラミックコンデンサなどは、第２の領域２１の所定位置
に配置される。次に、電子部品等を配置した集合基板１に対してリフロー工程を実施する
。集合基板１がリフロー炉に導入されることで、電子部品等が回路基板２の導電性パター
ンに半田付けされる。
【００３４】
　この際、板厚ｔｓが最も薄くなっている分割部３は、リフロー炉の熱の影響で集合基板
１を変形させ易くなっている。特に、貫通孔１１によって断面積を減少させられている第
２の分割部３２の周囲がより変形し易くなっている。しかしながら、前記したように、回
路基板２の反り量が許容値γになるときの総断面積Ｓを満たすように、断面積ＳＶ及び断
面積Ｓｍが形成されているので、リフロー工程における回路基板２の反り量がγに抑えら
れる。これにより、回路基板２上の電子部品、特に第２の領域２２に配置された電子部品
が歪の影響を受け難くなる。
【００３５】
　リフロー工程後は、集合基板１を分割線Ｌｄで分割する。これにより、図６に示すよう
に、個々の回路基板２に分割される。この回路基板２は、第１の領域２１に歪の影響を受
け難い電子部品４１が実装され、第２の領域２２に歪の影響を受けやすい電子部品４２が
実装された、実装基板である。基板分割に際しては、分割部３によって隣り合う回路基板
２が容易に分割される。第２の領域２２の近傍では、第２の分割部３２によって連結部分
の断面積が第１の分割部３１より小さくなっているので、分割し易い。このため、第２の
領域２２の歪が第１の領域２１より小さくなり、電子部品や電子部品と回路基板２との接
続箇所にかかる負荷が低減される。
【００３６】
　ここで、本実施の形態に係る集合基板１と、貫通孔１１を有しない他は同じ条件で製造
した比較用の基板のそれぞれについて、熱処理時の基板の反り量と、基板分割時の歪を計
測してみた。その結果、集合基板１の反り量の最大値は０．８４ｍｍであり、分割後に測
定した歪量は６３８μｓｔであった。これに対し、比較用の基板の反り量の最大値は１．
４９ｍｍであり、分割後に測定した歪量は６８８μｓｔであった。この結果から、集合基
板１は、貫通孔１１を有しない比較用の基板と比較して、基板の反り量が大幅に改善され
たことがわかる。なお、分割後に測定した歪量は、集合基板１の方が小さく抑えられてい
る。これは、貫通孔１１によって集合基板１の断面積が比較用の基板より少ないためであ
ると考えられる。
【００３７】
　以上、説明したように、この実施の形態では、集合基板１の分割部３に第１の分割部３
１と第２の分割部３２を設け、分割線Ｌｄ上の第２の分割部３２の断面積Ｓｍを貫通孔１
１を複数形成することによって第１の分割部３１の断面積ＳＶより小さくしたので、回路
基板２を分離するときに第２の分割部３２の近傍の回路基板２の歪を低減できる。これに
より、回路基板２の第２の領域２２において回路基板２の歪による電子部品の接触不良等
を防止できる。
　さらに、回路基板２の歪を抑制できるような分割部３において、熱処理後の集合基板１
の反り量が予め定めた許容値γになるように、第２の分割部３２の分割線Ｌｄ上の総断面
積Ｓ、つまり断面積ＳＶ及び断面積Ｓｍを決定したので、熱処理時に伴う基板変形を所望
の値に制御することができる。これにより、回路基板２の第２の領域２２において基板の
反りによる電子部品の接触不良を防止できる。また、回路基板２の反りが所定の値に制御
されることで、検査ポイントがずれることなくスムーズに検査を実施できる。
【００３８】
　なお、本発明は、実施の形態に限定されずに広く応用することが可能である。
　例えば、許容値γは、１つの値として計算したが、許容値γを反り量の範囲として規定
しても良い。例えば、反り量の許容値γを０．０ｍｍ～１．０ｍｍの範囲とした場合、γ
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＝０．０ｍｍのときの総断面積をＳ１、γ＝１．０ｍｍのときの総断面積をＳ２とすると
、Ｓ（＝ＳＶ＋Ｓｍ）は、Ｓ１以上、Ｓ２以下の値を取り得る。
【００３９】
　この場合、リフロー工程では、熱による回路基板２の反りが許容値γの範囲に収まる。
反りに起因する不良を抑制できる。さらに、検査ポイントの位置ずれが予め想定された範
囲内に収まるので、検査を効率良く実施できる。また、回路基板２を分離させるときは、
第２の分割部３２の存在によって回路基板２の第２の領域２２の歪が抑えられる。
【符号の説明】
【００４０】
　１　　　集合基板
　２　　　回路基板
　３　　　分割部
　１０　　　分割溝
　１１　　　貫通孔
　２１　　　第１の領域
　２２　　　第２の領域
　３１　　　第１の分割部
　３２　　　第２の分割部
　Ｌｂ　　　分割線

【図１】 【図２】
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